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 政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点に留意し、その運用について遺憾なきを期すべ

きである。 
 
一 地域の多様な需要への対応及び移動制約者の移動手段の確保の重要性にかんがみ、コミュ

ニティバス、乗合タクシー、ＮＰＯによる福祉有償運送等の運送サービスが安全・確実に提供

され、その普及が円滑に進むよう、法の適正な運用に万全を期するとともに、法施行後の状況

の把握に努め、引き続き地域交通の充実策について検討すること。また、タクシー営業類似行

為、いわゆる白タクの防止のため、適切な対応をとること。 
 
二 運送主体のＮＰＯ等が作成する会員名簿等の個人情報の管理に当たっては、個人情報の漏

えいのないよう適切な指導をおこなうこと。 
 
三 地域の需要に即した乗合運送サービスの運行形態等について協議を行う新たな協議組織

が多くの地方公共団体で設置されるよう、関係者に対し本法改正の趣旨の周知徹底を図る

とともに、福祉有償運送及び過疎地有償運送の必要性等を協議するために設置されている

運営協議会についても、多くの地方公共団体で設置が促進され、ＮＰＯ等関係者の意見等

が反映されるよう必要に応じ構成員として含めるなど、一層の取組に努めること。 
 
四 自動車登録情報の電子的提供に当たっては、個人情報の漏えいを未然に防止することが特

に求められることから、登録情報提供機関において個人情報の厳格な取扱いが確保される

よう、適切な指導・監督に努めること。また、不当な情報の取得を防止するため、申請時

においては、自動車登録番号と併せて車台番号も要することについて検討を行うこと。 
 
五 架装メーカー等自動車の改造等を行う事業者に対し、本法改正の趣旨の周知徹底を図ると

ともに、適切な指導等を行うこと。 
 
六 自動車の検査・点検制度の向上のため、広く関係者及び国民の意見を求めつつ、引き続き、

安全確保、環境保全、技術進歩の面からの検討を行うこと。 
 
七 リコール業務の迅速かつ的確な運営を確保するため、情報収集活動の拡大に努めるととも

に、特に、リコール不正事案の再発防止のための施策の充実に努めること。 


